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居宅介護支援契約書 

 

 

         様を甲（以下甲という）とし、社会福祉法人 府中町社会福

祉協議会を乙（以下乙という）として、甲と乙は、次のとおり居宅介護支援契約

を締結した。 

 

  (契約の目的) 

第１条 この契約は、甲が居宅サービスを適切に利用できるように乙が甲の委託

を受けて、甲の心身の状況、置かれている環境、甲及び家族の希望を考慮し、

居宅サービス計画を作成すると共に、居宅サービスの提供が確保されるよう居

宅サービス事業者等との連絡調整及び便宜の提供を行う居宅介護支援につい

て定めることを目的とする。 

 

  (介護支援専門員) 

第２条 乙はその事業所に属する介護支援専門員に、甲の居宅サービス計画作成

に関する業務を担当する。 

２ 乙は介護支援専門員に、身分証明書を常に携帯させ甲又はその家族から求め

られた場合には、これを提示させなければならない。 

 

  (運営規程の概要) 

第３条 乙の運営規程の概要は、別紙「重要事項説明書」に記載してあるとおり

である。 

 

  (居宅介護支援の内容) 

第４条 乙は甲の要介護認定にかかわる申請等について、甲の意思を確認した上

申請代行等の必要な援助を行う。 

２ 乙は甲の心身の状況、置かれている環境や甲及び家族の希望を考慮し、居宅

サービス計画を作成する。 

３ 乙は前項の居宅サービス計画に基づく居宅サービス等の提供が確保される

よう居宅サービス事業者との連絡調整その他の便宜の提供を行う。 

４ 乙は居宅サービス計画書の作成後においても甲及び家族、居宅サービス事業

者等との連絡を継続的に行うことにより、居宅サービス計画の実施状況の把握



及びこれに基づく給付管理票の提出を行うと共に、必要に応じて居宅サービス

計画の変更その他の便宜の提供を行う。 

 

  (要介護認定にかかわる申請の援助) 

第５条 乙は甲の意思により、甲の要介護認定等の申請に必要な援助を行う。 

２ 乙は甲との契約期間中において甲の要介護認定の更新申請に必要な援助や

代行申請を行う。 

 

  (居宅サービス計画原案の作成方法) 

第６条 乙は甲又はその家族と相談しながら、定められた事項を遵守させた上で

居宅サービス計画の原案作成業務を行う。 

２ 乙は甲又はその家族の最終的な同意を得た上で居宅サービス計画を作成す

る。 

 

  (居宅サービス計画案作成上の義務) 

第７条 乙は、第６条の居宅サービス計画原案の作成にあたって、介護支援専門

員に次のことを義務づける。 

２ 居宅サービス計画の原案作成にあたり、甲及びその家族に面接した上で甲に

ついて解決すべき課題を把握するよう努める。 

３ 居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスを

位置づける場合、当該指定居宅介護サービス等にかかる主治医の留意事項が示

されているときはこれを尊重させる。 

４ 乙が第１項ないし第２項に規程する義務の履行にあたり、可能な限り乙に協

力させなければならない。 

５ 乙は甲より委託された要介護認定等にかかる申請の代行業務及び居宅サー

ビス計画の作成を甲の協力が得られない等の正当な理由がない限り本契約締

結後遅滞なく作成し甲に提示する。 

 

  (居宅サービス実施状況の管理・苦情処理等) 

第８条 乙は居宅サービス計画作成後も計画の実施状況の把握と必要に応じた

計画の変更居宅サービス事業者との連絡調整、甲からの苦情処理等の便宜の提

供を行う。 

 なお、苦情申請の制度については、別紙「重要事項説明書」に記載してある事

を実行する。 

２ 乙は居宅サービス計画の内容に基づく給付管理票を毎月作成し、国民健康保



険団体連合会に送付する。 

３ 乙は甲が居宅における日常生活が困難になったと認められる場合又は甲が

介護保険施設へ入所を希望する場合は、介護保険施設への紹介その他の便宜の

提供を行う。 

 

  (善管注意義務) 

第９条 乙は、甲より委託された業務を行うにあたり善良なる管理者の注意をも

って法令を遵守し誠実にその業務を遂行する。 

 

  (告知・説明義務) 

第 10 条 乙は、甲より委託された業務を行うにあたり甲又はその家族に対し居

宅サービスの提供方法等について理解を得られるように説明を行う。 

 

  (守秘義務) 

第 11 条 乙は、正当な理由がない限り担当介護支援専門員及び乙の従業員にそ

の業務上知り得た甲又はその家族の秘密を漏らさないよう管理するとともに

退職後も必要な処置を講じる。 

２ 甲又はその家族の個人情報の必要が生じた場合、別紙「個人情報使用同意書」

に規定する範囲内とする。 

 

  (契約期間) 

第 12 条 この契約の期間は、令和   年   月   日から甲の要介護認

定の有効期間満了日までとする。 

２ 契約満了日までに、甲から乙に対して書面による契約解除の申し出がない限

りこの契約は自動更新される。 

 

  (契約解除権) 

第 13 条 甲はいつでも契約を解除できる。但し契約を解除したことにより乙に

生じた不測の損害は賠償しなければならない。 

 

  (報酬) 

第 14 条 乙は甲の希望により府中町以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護

支援を行う場合にはそれに要した交通費の支払を甲に請求できるものとする。 

 

 



  (情報の保管・開示義務) 

第 15 条 乙は甲の居宅サービスに関する書類などを保存しなければならない。

また本契約の解除後であっても保存期間内は甲若しくはその家族から申し出

があった場合居宅サービスに関する書類等を交付する。 

 

  (損害賠償) 

第 16 条 乙が介護支援事業の提供を行う上で本契約の各条項及び関係法令に違

反し甲の居宅介護サービス利用に支障を生じた場合乙はその損害を速やかに

賠償する義務を負う。 

 

  (協議事項) 

第 17 条 本契約に定めていない事項については介護保険法及び関係法令に従い

甲乙間で協議して決定するものとする。 

 

この契約を証するため本書二通を作成し甲乙記名捺印の上各一通を保有するも

のとする。 

 

 令和  年  月  日 

 

 

 甲（利用者） 

 

 

 

 

 

 

 

 乙（指定居宅介護支援事業者） 

 

住 所 広島県安芸郡府中町           

 

氏 名                ㊞  

 

□家族 □代理人（代理人を選任した場合） 

 

氏 名                ㊞  

 

 

所 在 地 広島県安芸郡府中町浜田本町 5－25 

法 人 名 社会福祉法人府中町社会福祉協議会 

代 表 者 会 長   小濱 樹子    

事業所名 府中町居宅介護支援センターふれあい㊞ 

 

 


